別記様式第1号（第2条関係）
　(1)　条例第2条関係

	特別償却設備の取得等
をした者
	住所（法人にあっては主たる事務所の所在地）

	
	氏名（法人にあってはその名称及び代表者氏名）

	青色申告の有無
	業種

	課税免除を受けたい年度
	　　　　年度から　　　　年度まで

	特別償却設備の
取得年月日
	家屋
	　　　　年　　　　月　　　　日

	
	償却資産
	　　　　年　　　　月　　　　日

	当該家屋の敷地である
土地の取得年月日
	　　　　年　　　　月　　　　日

	特別償却設備及び
当該特別償却設備
である家屋の敷地で
ある土地の資産別合計
課税標準及び税額
	区分
	※課税標準額
	※　税率
	※ 年税額

	
	土地
	円
	
	円

	
	家屋
	円
	
	円

	
	償却資産
	円
	
	円

	
	計
	円
	
	円

	特別償却設備の取得等に係る
増加常時雇用者数
	人

	特別償却設備を事業の用に
供した年月日
	　　　　年　　　　月　　　　日

	上記のとおり、北見市固定資産税の免除に関する条例施行規則第２条の規定により固定資産税の課税免除されたく、別紙関係書類を添えて申請します。
年　　月　　日　
北見市長　　　　　様
住所（法人にあっては主たる事務所の所在地）　　　
申請人　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
氏名（法人にあってはその名称及び代表者氏名）　　


（注）※印の欄は記入しないこと。また、「事業の用に供した日」とは「操業の開始日」を記入してください。（提出部数は３部）

別紙
１　取得等をした特別償却設備及び当該特別償却設備である家屋の敷地である土地の明細書
(１)　土地
	所在地番
	地積
	取得年月日
	取得価格
	※固定資産課税台帳登録価格
	※固定資産税課税標準額
	備考

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	合計
	
	
	
	
	
	


(２)　家屋
	所在地番
	用途
	構造
	床面積
	工事着工年月日
	取得年月日
	耐用年数
	取得価格
	※
固定資産課税台帳登録価格
	備考

	
	
	
	１階
	２階
	３階
	計
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	合計
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	


(３)　償却資産
	種類
	名称
	数量
	製作所名
	耐用年数
	取得年月日
	取得価格
	減価償却額
	減価残存価格
	※
固定資産課税台帳登録価格

	
	
	
	型式規格
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	合計
	
	
	
	
	
	
	
	
	


（注）※印の欄は記入しないこと。

２　事業場取得等計画書
(１)　目的及び事業の概要
取得等をした理由（市況、需要等今後の見通し）
※取得等の区分(取得、製作、建設など)を明確にすること。



(２)　主要製品名
取得等に係る製品名
(３)　投下固定資産の種類別計画（事業が数次にわたる場合にあっては各次ごとに同一様式で記入のこと。）
	種別
	数量
	金額
	備考

	特別償却設備
	明細
	建物
	名称
	
	
	建設着工年月日

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	構築物
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	機械装置
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	その他の附帯施設
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	小計
	
	
	
	

	土地
	明　　細
	
	
	㎡
	
	

	
	
	
	
	㎡
	
	取得年月日

	合計
	
	
	
	


（注）
１　備考欄には、建物の構造、形式、機械の型式、性能等を記入のこと。
２　汽缶については、備考欄に上記のほか使用燃料の種類を記入すること。

３　所要資金調達計画（金融機関別及び年度別）
（単位　千円）　
	金融機関名
	年
	年
	年
	備考

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	合計
	
	
	
	


（注）(３)の投下固定資産の種類別計画の統計と同額とすること。
４　生産設備・宿泊設備（設備能力）供用開始後５年間の計画
	区分
	旧設備
	新（計画）設備
	備考

	
	生産（宿泊）能力
	生産（宿泊）計画
	生産（宿泊）能力
	生産（宿泊）計画
	

	年度
	
	
	
	
	

	年度
	
	
	
	
	

	年度
	
	
	
	
	

	年度
	
	
	
	
	

	年度
	
	
	
	
	


（注）増設に係るものは、旧設備に基づく計画も記載すること。また、備考欄には、増設等に係る販路等の見込みを記入すること。
５　その他の添付書類
(１)　取得等に係る施設の名称及び所在地を示す書類
(２)　施設の取得等に係る増加生産額又は増加収容力を示す書類
(３)　特別償却設備について、事業の用に供した日、取得価格、耐用年数、特別償却の有無を明らかにする書類（法人の場合は法人税法施行規則別表16の写し、特別償却をしない場合はその理由書）
(４)　生産工程の概要を示す書類及び図面（製造業の場合）
(５)　会社の概要につき、次の事項を記載した書類
①　会社設立年月日
②　資本金
③　会社の沿革及び状況
④　既存事業場の所在地及び名称、生産能力並びに従業者数
⑤　最近２期の営業報告書、貸借対照表及び損益計算書
⑥　定款
⑦　旅館業許可書の写し（旅館業の場合）
(６)　施設見取図
①　施設位置図
②　施設内配置図
③　設備配置図
④　施設全体平面図
⑤　建物の見取図
(７)　事業収支計画
(８)　当該事業所の年次別建設計画及びその実績を明らかにする書類
(９)　土地が対象となる場合は、その取得年月日を示す売買契約書又は登記簿の写し及び家屋の工事着手年月日を示す工事契約書等の写し
(10)　その他市長が必要と認めた書類

別記様式第1号（第2条関係）
(2)　条例第2条の2関係

	適用設備
設置者
	住所（法人にあっては主たる事務所の所在地）

	
	氏名（法人にあってはその名称及び代表者氏名）

	青色申告の有無
	業種

	課税免除を受けたい年度
	　　　　年度から　　　　年度まで

	適用設備の
取得年月日
	家屋
	　　　　年　　　　月　　　　日

	
	償却資産
	　　　　年　　　　月　　　　日

	適用設備の敷地である
土地の取得年月日
	　　　　年　　　　月　　　　日

	適用設備及び
それらの敷地である土地の資産別合計課税
標準及び税額
	区分
	※課税標準額
	※　税率
	※ 年税額

	
	土地
	円
	
	円

	
	家屋
	円
	
	円

	
	償却資産
	円
	
	円

	
	計
	円
	
	円

	適用設備の設置に係る
増加常時雇用者数
	人

	適用設備を事業の用に
供した年月日
	　　　　年　　　　月　　　　日

	上記のとおり、北見市固定資産税の免除に関する条例施行規則第２条の規定により固定資産税の課税免除されたく、別紙関係書類を添えて申請します。
年　　月　　日　
北見市長　　　　　様
住所（法人にあっては主たる事務所の所在地）　　　
申請人　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
氏名（法人にあってはその名称及び代表者氏名）　　


（注）※印の欄は記入しないこと。また、「事業の用に供した日」とは「操業の開始日」を記入してください。（提出部数は３部）

別紙
１　設置した適用設備及びそれらの敷地である土地の明細書
(１)　土地
	所在地番
	地積
	取得年月日
	取得価格
	※固定資産課税台帳登録価格
	※固定資産税課税標準額
	備考

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	合計
	
	
	
	
	
	


(２)　家屋
	所在地番
	用途
	構造
	床面積
	工事着工年月日
	取得年月日
	耐用年数
	取得価格
	※
固定資産課税台帳登録価格
	備考

	
	
	
	１階
	２階
	３階
	計
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	合計
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	


(３)　償却資産
	種類
	名称
	数量
	製作所名
	耐用年数
	取得年月日
	取得価格
	減価償却額
	減価残存価格
	※
固定資産課税台帳登録価格

	
	
	
	型式規格
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	合計
	
	
	
	
	
	
	
	
	


（注）※印の欄は記入しないこと。

２　その他の添付書類
(１)　地域経済牽引事業の促進による地域の成長発展の基盤強化に関する法律第13条第１項に規定する地域経済牽引事業に関する計画及び当該計画が同条第４項又は第７項の規定による承認を受けたことを証する書類の写し
(２)　地域経済牽引事業の促進による地域の成長発展の基盤強化に関する法律第25条の規定による主務大臣の確認を受けたことを証する書類の写し
(３)　適用設備の設置に係る施設の名称及び所在地を示す書類
(４)　適用設備について、事業の用に供した日、取得価格、耐用年数を明らかにする書類（法人の場合は法人税法施行規則別表16の写し）
(５)　生産工程の概要を示す書類及び図面（製造業の場合）
(６)　会社の概要につき、次の事項を記載した書類
①　会社設立年月日
②　資本金
③　会社の沿革及び状況
④　定款
(７)　施設見取図
①　施設位置図
②　施設内配置図
③　施設全体平面図
④　建物の見取図
(８)　土地が対象となる場合は、その取得年月日を示す売買契約書又は登記簿の写し及び適用設備の工事着手年月日を示す工事契約書等の写し
(９)　その他市長が必要と認めた書類

